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５月２１日、午後３時、東京平和運動センター第２２回定期総会を成功させよう！ 

鳩山首相は沖縄県民の民意を反映させ、普天間基地の返還と海兵隊の国外移設の  

対米交渉を行え！ 

 

東京平和運動センター第２２回定期総会 

日頃のご活躍に敬意を表します。この一年間の

取り組みにご協力いただき感謝を申し上げま

す。世界ではサブプライム・ローンによるリー

マンブラザーズの経営破たんなどによる経済危

機と不況、失業からの立ち直りが不十分な状況

にあります。また、オバマ大統領の出現でブッ

シュ大統領の失政から脱却が期待され、「核兵

器の廃絶」に向けた一定の前進が認められるも

のの、他方、アフガニスタンへの増派を明確に

しています。 

また、国内では鳩山連立新政権が発足し、歴

史的な政権交代となりました。安保改定から５

０年、冷戦終焉から２０年、「韓国併合」から

１００年目に当たる今年の運動の前進を計るた

めに、総会参加への取り組みをよろしくお願い

します。 

日 時 ５月２１日（金）１４時３０分開場 

１５時開会 

会 場 田町交通ビル・東交５階会議室 

議 案 ０９年度活動報告、決算・監査報告 

０９年度活動方針・予算案 

個人会員も奮って参加下さい。 

 

鳩山政権の民意を無視した公約破りの

「県内移設」案、逆戻りは許さないぞ！

鳩山首相は５月４日、就任後初めて沖縄県入り

し、仲井眞知事、高嶺善伸県議会議長、キャンプ・

シュワブ視察後、稲嶺進名護市長らと会談し、途

中普天間基地を視察後、約 100人との対話集会を

行った。鳩山首相はこれまでの「最低でも県外」

を翻し、県内移設を表明しました。これまでたい

した努力もせずに「日米同盟や抑止力の観点から、

すべてを県外というのは現実的に難しい。沖縄に

も負担をお願いしなければならない。パッケージ

として解決するのが大事だ。」「『最低でも県外』

と申し上げたのは事実。言葉の重みはしっかりと

かみしめなければならない。陸上部隊とヘリ部隊

との共同訓練を行う上で厳しさも痛感している。」

記者会見では、「米海兵隊の抑止力の重要性を十

分に認識していなかった。」、公約違反に対して

は「私自身の代表としての発言だ」など居直り、

開き直りに終始した。政権交代やこれまでの公約

を信じた沖縄県民の民意を踏みにじる暴挙を許す

わけにはいかない。これまでの「腹案がある」と

か「命がけで行動する。必ず成果を上げる」 

という姿勢に少なからず期待した鳩山政権もこれ

までの自公政権の延長かと言いたい。 

 現地での猛抗議や怒りに対し、民意を大切にし

て政治を考えると言ってきたのは誰か。日本でや

っと芽生えた民主主義や市民参加型の政治形態を

反故にするとしか見えない愚劣な行為である。 

10日前の４月 25日に午後３時から「米軍普天

間飛行場の早期閉鎖・返還と県内移設に反対し国

外・県外移設を求める県民大会」が読谷村運動広

場で開かれ、９万人が参加したことをどのように

鳩山首相は考えているのか。 

３日前まで態度を保留していた仲井眞弘多知事

も参加し、「沖縄全体の意思」を示したことで、

沖縄県内への新基地建設はほとんど不可能になっ

た。会場には午前中から続々と参加者が集まり、

県内移設に傾く日本政府にイエローカードを示そ

うと、黄色のＴシャツやリボンなどあらゆるとこ

ろで見られ、大会のシンボルカラー「黄色」で一

色だった。 

 このような状況の中で訪沖し、前政権が決めた

案に逆戻りとは許しがたいことだ。 

昨年の総選挙で民主党は「沖縄ビジョン」や鳩

山代表らの繰り返しの「県外・国外移設」発言で、

支持基盤の弱いとされた沖縄で見事な成果を上げ
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た。しかも「東アジア共同体」への言及や、イン

ド洋の給油活動停止などの政策と合わせて考える

とき、戦後 60年余に及ぶ日米関係やその根底にあ

る構造的沖縄差別を多少なりとも是正すべきだと

いう政治的意思は存在したのではないかと思われ

る。ただ「緊密で対等な日米関係」の全体像は描

けていなかった。 

政権交代の妙は、今までであれば困難というし

かなかった政策の実現を期待できるところにこそ

ある。このことの重要性を軽視したからこそ、政

権誕生から半年で、内閣の支持率は 70％から 30％

に落ちたのである。 

 確かに、マスメディアの政権に対する攻撃も尋

常ではなかった。マスメディアを普天間基地問題

で見ると、年内（09年末）に結論を出せずに先送

りになると、米国政府の不振や批判を招くという

最悪の展開となった指弾した。記者たちとマスコ

ミ各社ははたして沖縄あるいは本土の米軍基地の

縮小ないしは撤退を願っているのだろうか、それ

とも日米同盟を強化するために現状維持ないしは

拡大を願っているのだろうか。 

アメリカが「唯一の実現可能」という現行案の

見直しは日米同盟を傷つける、という大合唱が巻

き起こった。鳩山政権の県外・国外移設論にとっ

て最大の誤算は、大小メディアに溢れた「日米同

盟の危機」論の集中砲火を浴びたことかもしれな

い。日米同盟の基本的な柱を「米国の日本防衛」

と「日本の基地提供」であるとし、対米依存はし

たくないが、それなしでは生きられないという惰

性を断ち切ることが求められていた。このことを

しないで口先だけで摸糊し、「緊密で対等な日米

同盟」とはどういうことなのか説明できぬことを

暴露した。 

日米両国が平和と安全を守るために共通の関心

を持つ地域は、50年間たえず議論の対象となって

きた。「極東の範囲」は地理的概念でないとスタ

ートした議論は、その後の日米関係の不可逆的な

強化に伴い、それを「アジア・太平洋」へと拡大

し、冷戦終結後の日米関係を再定義した 96年の日

米安全保障共同宣言、2005年の日米安全保障協議

委員会での合意を経て、日米安保条約という言葉

はほとんど死語になり、今や日米同盟（軍事同盟）

が常用されるに至っている。 

 自民党やマスコミ、御用学者・「評論家」やそ

して今では鳩山政権の中でも、普天間基地の閉鎖

に伴う「代替基地＝新基地の必要性」を訴える理

由はいくつかある。①日米同盟持続、北朝鮮・中

国脅威論②抑止力維持、③ＳＡＣＯで普天間基地

の閉鎖のため 2014年までに代替基地の建設を日

米で合意、④グアム移転など「在日米軍再編ロー

ドマップ」で合意している。グアム移転協定締結

などである。⑤基地無くして沖縄の経済は成り立

たない。などである。 

①日米同盟維持、北朝鮮・中国脅威論は、橋本

内閣や小泉内閣で日米安保条約や地位協定での専

守防衛・極東条項を改定し、アジアへ、中東へそ

して世界の平和と安定のためとして、防衛庁を防

衛省にしたのに合わせて、自衛隊法付則で世界の

どこにも行けるようにした。まさに、イギリスの

ように米軍指揮下で「世界の警察」を演じようと

いうものだ。これに対し新政権は疑問を挟み、対

等な関係や「東アジア共同体」構想をどう具現化

することが求められたのに、対米依存から脱却が

出来なかったのである。 

オバマ大統領の訪日の露払いとして来日したゲ

ーツ米国防長官に一喝されて、岡田外相は態度を

一変させた。また、防衛官僚や外務官僚は政権交

代があったからと言って、自らのベストの案とし

てアメリカの盟友とともに策定してきた現行案の

見直しに、積極的になるはずがない。長島昭久防

衛政務官は「日本政府としても出て行って欲しい

ということになれば、米国は簡単に国外に出てい

く可能性が非常にある」と懸念を示した。…同時

に中国の軍事力増強などに対抗する抑止力維持の

観点から「沖縄に米海兵隊が存在し続けることが

日本の安全保障の根幹に関わってくる」と述べ、

駐留の必要性を強調している。 

米国は「対日」より「対中」に重きを置いてお

り、経済的な関係は米国債も含め濃密であり、ア

ジアにも市場潜入を図る米国が、中国脅威論は言
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っていない。また北朝鮮についても、懸念を示す

も６カ国協議を通じて東北アジアの安定と非核化

を考えているのであり、日本での民族差別を含め

た脅威論や歴史認識の違いからくる「危険国家」 

など言っていない。「慰安婦問題」で日本政府に

対し決議を上げているのである。 

②抑止力維持ではすでに前述で、鳩山首相は「米

海兵隊の抑止力の重要性を十分に認識していなか

った。」と発言したが、具体的には何ら説明もし

ていない。首相訪沖の報道番組で石破自民党政調

会長は海兵隊の抑止力について「中台危機や北朝

鮮による朝鮮半島危機に際し、沖縄の海兵隊は在

留米人の救出・保護に決定的に必要」と述べてい

る。抑止力でなく緊急救援部隊なのだと言ってい

ます。しかし、在韓米軍は今でも３万人以上が駐

留していることを隠しているのです。ただの口実

であり、代替施設を既定方針通り確認すべきと言

っているだけです。 

「抑止力と地政学的な観点から在沖海兵隊の基地

の意義がある」だというのは全くのまやかしで、

海兵隊はローテーション部隊で、実際、普天間で

はイラクやアフガンに行って、基地にはガラガラ

だった時もあり、海兵隊が出動するには佐世保か

らの強襲揚陸艦が来るのを待たなければならない。

また、通常訓練と半年余りの共同訓練（日・韓・

比・豪）が常態です。③④は前政権が決めたこと

であり、閉鎖へすべき普天間基地に居座る海兵隊

も約束違反である。ラムズフェルド前国防長官は

住民に歓迎されない基地には行かない。と言って

いました。普天間飛行場は厚木飛行場と並んで、

最も危険な基地である。すぐに返還するのが筋で

ある。 

 ⑤基地無くして沖縄の経済は成り立たないと推

進派は言っている。しかし、92年に基地閉鎖を決

めたフィリピンのスービック、クラーク基地は、

ともに基地閉鎖時の５倍の雇用創出があり、基地

経済とは「不経済」であることを明らかにしてい

る。 

 安保の歴史は沖縄への矛盾のしわ寄せ、特に基

地しわ寄せの歴史でもあった。沖縄への基地しわ

寄せが進み、在日米軍基地の 75％が沖縄に集中し

続けるうち、安保は局地化し、全体として見えな

くなった。もとより安保が見えなくなった背景に

は、日中国交回復や東西冷戦終焉などの世界的変

化もあった。国外・県外論は、ある意味で身近に

引き付けて安保をとらえ直すチャンスでもあった

はずであるが原則的タテマエ論は、NIMBY（Not In 

MY Back Yard自分のところに基地はご免だ）で

ある。 

３月末の報道では、基地機能の部分的県外分散

で公約との辻褄を合せ、キャンプ・シュワブに滑

走路の短い陸上基地を作り、将来的には勝連（ホ

ワイト・ビーチ）沖を埋め立ててそこに移すのが

政府案であるとも伝えている。いずれも、過去に

何回か浮上した案の焼き直しである。そんな案が

実現するだろか。するはずがない。14年も前に日

米が勝手に合意した名護市の辺野古の新基地がい

まだに実現していないことかがそれを証明してい

る。もし移転先が県内に逆戻りするようなことに

なれば、沖縄における鳩山政権や民主党中央への

信頼は地に落ちることになる。そして、その失望

は怒りとなって燃え上がる。闘いの出発である。 

その第１弾として「５・15平和行進」「普天間

基地包囲行動」「辺野古新基地反対現地集会」を

勝ち取ろう！ 

 

活 動 報 告 

■「４・９反核燃の日」全国集会 

４月 10日、25回目となる「反核燃の日全国集

会」が、原水禁をはじめ再処理とめよう！青森県

実行委員会など４団体の主催で青森市内の青い森

公園で、全国から 1200名が集まり開催されました。

集会では、主催者を代表して藤岡原水禁副事務局

長が挨拶に立ち、「もしこのまま 10月本格稼働に

つき進めば、大事故や大災害が発生する」と訴え

ました。さらに地元青森からも「当初 7600億円で

完成させる予定が既に２兆 2000億円もかかり、17

回も完成時期が延期され、いまだ完成していない」

欠陥施設であること、「新たな活断層も指摘され

再処理工場は危険である」ことなどが訴えられま
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した。 

福井からは、再稼働を前にした「もんじゅ」を

取り巻く状況が報告され、また女川原発のプルサ

ーマル計画の動きについて宮城の仲間から報告が

ありました。集会は、集会アピールを採択し、青

森市内を「六ヶ所再処理工場の稼働反対」と訴え

ながらデモをしました。 

 

［青森市内をデモ行進］ 

その後、青森市市民文化会館で「全国交流集会」

が 300 名の参加で開かれました。集会では、原子

力資料情報室共同代表の西尾漠さんから「破綻す

るプルトニウム利用政策」と題して、再処理・も

んじゅ・プルサーマルの現状とそれぞれの将来展

望がまったくないことが明らかにされました。結

局、再処理をしてもムダで危険なだけでしかない

ということでした。各地からは、幌延、大間、女

川、福島、柏崎刈羽、もんじゅと報告がありまし

た。各地の闘いと再処理を結びつけ、プルトニウ

ム利用路線の破綻をさらに明らかにしていくこと

が確認されました。 

翌日（４月 11日）は、六ヶ所村の再処理工場正

門前での抗議集会（約 250名参加）を行い、村内

をデモしました。 

■「三多摩集中行進」 

４月 17日、三多摩平和運動センターは武力 

で平和はつくれない！普天間基地を閉鎖し、新基

地建設に反対する三多摩集中行進を行いました。

西多摩、八王子、府中、国分寺各４コースで、デ

モ出発前にミニ集会で意思統一をし、立川錦中央

公園まで行進をしました。全コース到着後の３時

15 分から錦中央公園で統括集会を開催しました。

若林三多摩平和運動センター議長から情勢や普

天間基地閉鎖と、辺野古新基地建設に反対し県内

移設を断固反対する決意と５・15沖縄平和行進

の取り組みの強化を訴えました。また、横田基地

の機能強化に反対し、軍民・軍軍共用空港化に反

対しようと呼びかけました。その後、各コース代

表からの報告と決意を受け、閉会しました。この

日朝がたから降雪に見舞われた三多摩地方です

が、デモ行進にはいる頃はすっかり春日和になり

参加者は 450人でした。 

 

［八王子コースのデモ行進］ 

■もんじゅ運転に抗議する全国集会 

 1995年のナトリウム漏れ事故以来、停止してい

る日本原子力研究開発機構（原子力機構）の高速

増殖炉「もんじゅ」（福井県敦賀市）の運転再開

が間近に迫る中、運転再開に抗議する集会（主催

／原水禁、原子力資料情報室、原子力発電に反対

する福井県民会議など５団体）が、もんじゅの見

える白木浜で開かれました。晴天の中、全国から、

緊急の呼びかけににもかかわらず 500名の仲間が

結集しました。集会はミュージシャンの朴保（パ

ク・ポウ）さんの軽快な歌ではじまり、その後、

主催者を代表して、藤本泰成・原水禁国民会議事

務局長から、「六ヶ所再処理工場は高レベルガラ

ス固化施設もトラブルを起こし止まり、もんじゅ

もトラブルを起こし、高速増殖炉の先もない、核

燃料サイクルシステムは破綻している」と訴えま

した。県民会議の小木曽美和子事務局長からも、

「いま動かせば、必ず事故が起きてしまうのでは

ないか」と指摘されました。元京大原子炉実験所
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の小林圭二さんからは、もんじゅの持つ危険性に

ついて訴えられました。集会は、申し入れ文を確

認し、白木浜からもんじゅのゲート前までデモ行

進をし、ゲートを挟んで原子力機構側と対峙しま

した。「もんじゅ運転再開をやめろ」の声を背に、

申し入れを行いました。 

 

［高速増殖炉もんじゅを前に集会、白木浜で］ 

 もんじゅは、08年２月の運転再開予定でしたが、

ナトリウム漏えい検出器の施工ミスが発覚するな

どのトラブルを起こし、これまで４度も運転再開

が延期されてきました。そして、今年３月の年度

内の運転再開が目論まれましたが、北陸新幹線の

敦賀市までの延伸や電源三法交付金の拡充など地

域振興策をバーターで県が求めていることもあり、

年度内再開がズレ込み、いまも運転再開には至っ

ていません。しかし、来月（５月）には再開が言

われ、これからさらに強く抗議の声をあげなけれ

ばなりません。さらに全国の声を国、県、事業者

などへ集中してください。 

 ５月６日午前 10時、もんじゅの再開運転が安全

や実用炉の展望もない中、国・県・事業者は強行

しました。（次号へ） 

■原水禁・フォーラム定期総会 

４月 21日、平和フォーラムは第 12回総会、原

水禁国民会議は第 85回全国委員会を開催しまし

た。平和フォーラム総会には代議員など 160名が

参加。沖縄での県民大会や普天間基地包囲行動な

どの基地撤去のとりくみの報告(沖縄)の他、徳之

島への移設反対のたたかい(鹿児島)や三重、富山、

新潟などからも基地撤去に向けた運動報告と意見

が出されました。また、教育問題や農業・食料政

策(富山)、ＪＲ採用差別問題解決に向けたとりく

み(国労)、原発とエネルギー問題(島根)、柏崎刈

羽原発問題と水俣病被害者の救済を求める運動

(新潟)、在特会の暴行に対する訴訟のとりくみ(徳

島)などついて報告や意見が出されました。役員を

含む議案を確認し、最後に、「普天間飛行場の早

期閉鎖と返還を求め、沖縄県内・国内への移設、

新基地建設に反対し、日米安全保障体制と在日米

軍基地の見直しを求める特別決議」および「韓国

併合 100年にあたり東アジアとの新たな連帯をめ

ざして」の特別決議が満場一致で確認されました。 

 前段に開催した原水禁全国委員会では、上関原

発新設反対のたたかいの報告と支援強化の訴え

(山口)、六ヶ所再処理工場の現状と「反核燃の日」

行動の報告(青森)とともに、運動の基本スタンス

や市民運動との連携についての討論(静岡など)を

行いました。議案の承認とともに、新役員を選出。

新たに原水禁副議長となった小西清一日教組副委

員長からあいさつを受けました。 

 

■沖縄県民大会（25 日～27） 

◆「普天間基地はいらない！新基地建設を許さな

い！の声を全国から挙げていこう」 

米軍普天間基地の早期閉鎖・返還と県内移設に

反対し、国外・県外移設を求めて、４月 25日に沖

縄・読谷村で９万人を超える参加者が集まり、県

民大会が開かれました。 

 その同日、東京でも２つの集会・イベントが開

かれ、「沖縄県民とともに声をあげよう」と、多

くの参加者が集まりました。県民大会開会と同時

刻の午後３時から東京・社会文化会館では、「沖

縄・一坪反戦地主会関東ブロック」「東京沖縄県
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人会」など主催、平和フォーラムも賛同して開か

れた集会には 1000人以上が参加。反戦地主会の下

地厚さんが主催者を代表し、「普天間基地はいら

ない！新基地建設を許さない！の声を全国から挙

げていこう」と呼びかけました。また、平和フォ

ーラムの藤本泰成事務局長も「基地問題が混迷す

るのは、これまでの自民党政権と米国に責任があ

る。武力で平和はつくれない。普天間基地の早期

閉鎖と国外移転をさせよう」と連帯あいさつを行

いました。 

 会場には、同時に開かれている沖縄での県民大

会の模様がインターネット中継で映し出され、仲

井真弘多知事などのあいさつなどを見守りました。

さらに、26日の県民大会代表団の東京行動への参

加呼びかけや、新聞への意見広告運動など、様々

な取り組みが提起され、最後に全員のシュプレヒ

コールで気勢を上げました。 

 集会後に国会周辺から日比谷公園までのデモ行

進が行われ、参加者は思い思いの横断幕や手作り

のプラカードなどを掲げて、首相官邸や米国大使

館の近くを通りながら、「政府は沖縄の民意を尊

重しろ！」「首相は公約を守れ！」などとシュプ

レヒコールを繰り返し、通行人にアピールしまし

た。 

 

［官邸・アメリカ大使館脇を銀座・日比谷をデモ］ 

◆「NO BASE OKINAWA」 

25日の夜は、東京・新宿の明治公園に市民など

1200人が集まり、キャンドルで「NO BASE OKINAWA」

の人文字を作るイベントが行われました。「沖縄

に基地はいらない」全国同時アクション TOKYOの

主催で、参加者はキャンドルが入った紙コップを

持ち、縦 50 メートル、横 80 メートルの人文字を

作りました。ビルの屋上から撮った人文字がスク

リーンに映し出されると、参加者からは歓声が上

がりました。 

◆「沖縄県民大会政府要請団と連帯する 4.26 東

京集会」 

９万人を超える沖縄県民が参加した４月 25日

の「米軍普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、県内

移設に反対し国外・県外移設を求める県民大会」

の翌４月 26日、大会決議を持って上京した約 100

人の政府要請団による「沖縄県民大会政府要請団

と連帯する４.26東京集会」が東京・全電通労働

会館ホールで開催され、会場あふれる約 600人が

集まりました。 

 集会は、国会前で 72時間ハンガーストライキを

貫いた沖縄・一坪反戦地主会関東ブロックの下地

厚さんの司会と開会あいさつで開始。最初に、在

京沖縄出身者の代表として、沖縄・一坪反戦地主

会関東ブロック会長の上原成信さんと、東京沖縄

県人会事務局長の島袋徹さんが意見表明。上原さ

んは、「沖縄県民のとりくみはこれまでもいろん

な盛り上がりがあったが握り潰されてきた。今回

はけっして元に戻させてはならない」、島袋さん

は、県人会も県外・国外移設を求める県議会の意

見書の趣旨に賛同し、活動を支援することを確認

したことを報告、「ヤマトンチューに、今度は俺

たちがやると言ってもらいたい」と訴えました。 

 つづいて、要請団を代表して那覇市の翁長雄志

市長が「県民の声を超党派で思いを一つにしてい

く」とあいさつ｡県民大会のとりくみ報告を大会事

務局長の新里米吉県議会議員が行い、全 41市町村

の首長(代理２名)、県知事も参加した県民総ぐる

みの大同団結した県民大会の成功を報告。決意表

明で､米海兵隊普天間基地を抱える宜野湾市の伊

波洋一市長は、「基地を一つ返すのに一つつくれ

とは米国の脅しであり時代遅れだ｣と指摘。「移

設」先候補地となっている名護市の稲嶺進市長は、

「辺野古の海にも陸上にも新基地はつくらせな
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い」と表明。同じく「移設」先候補地をかかえる、

うるま市の島袋俊夫市長は、「勝連沖は市の経済

振興の骨格だ。それを埋め立てることは認められ

ない。沖縄、日本に基地はいらない」と訴えまし

た。 

［沖縄上京団１００名と連帯集会、伊波市長］ 

 参加各党議員の紹介とあいさつでは、民主党・

近藤昭一衆議院議員、自民党・池間淳沖縄県議会

議員、社民党・照屋寛徳衆議院議員、共産党・赤

嶺政賢衆議院議員、沖縄社大党・糸数慶子参議院

議員、公明党・前島明男沖縄県議会議員から、連

帯のアピールが日本青年団協議会の渋谷隆事務局

長から、行動提起が沖縄・一坪地主会関東ブロッ

クの大仲尊さんから行われ、会場で集めた約 28

万円のカンパが東京沖縄県人会の島袋徹事務局長

から大城節子沖縄県婦連会長に手渡されました。

最後にガンバロー三唱と閉会のあいさつが高嶺善

伸沖縄県議会議長の音頭で行われ、熱気あふれた 

集会を終えました。 

■施行 63周年憲法記念日集会 

５月３日、平和フォーラムは「施行 63周年憲法

記念日集会」を 600名の参加者のもと日本教育会

館ホールで開催しました。世界各地でなお戦争が

絶えない今日、日本の平和憲法を高く評価する声

はアジアをはじめ世界に広がっています。昨年９

月誕生した鳩山新政権は「憲法の保障する諸権利

の実現を第一」とし、東アジア共同体を提唱しま

した。また、本年は日米安保改定 50年の節目の年

であること、とりわけ普天間基地撤去や新基地建

設を許さない沖縄問題の大きな山場であること、

５月 18日に問題の多い「改憲手続法」施行となる

ことを踏まえて、憲法を具体的に生かしていくた

めに、「新政権・アジア・安保 50年・沖縄をめぐ

って憲法を語る」をテーマとした学習集会として

開催されました。 

 集会では、平和フォーラム代表の江橋崇法政大

学教授の主催者あいさつと講演「新政権と憲法」、

河辺一郎愛知大学教授の講演「アジアのなかの日

本～安保改定から 50年」、沖縄から平和運動セン

ター副議長の松田寛さんの報告と提起、最後に日

朝国交正常化連絡会共同代表でもある清水澄子平

和フォーラム副代表が「韓国併合 100年と私たち

の課題」と題した報告と提起を行いました。 

 このうち、河辺教授は、最初に平和憲法を生か

す側が安保･自衛隊や軍事を問題にしてきたが日

本の戦後外交をあまり問題にしてこなかったと提

起。アメリカからアジアの中の日本を見てみると、

米国は北朝鮮と関係を悪化させても対話の道を閉

ざしていないにもかかわらず、日本は北朝鮮への

単独制裁など国連憲章第７章に関わる行動が行わ

れてきた問題点を指摘しました。その上で、日米

の戦前･戦後の関係に広く言及し、モンロー主義で

自国外の戦争に関わらないできた米国を、日本の

パールハーバー攻撃や玉砕戦が戦争に駆り出し、

徹底殲滅へと向かわせた問題に触れました。米国

が第２次大戦後、世界でＮＡＴＯや日米安保など

の軍事同盟をつくった原因の一つが日本軍国主義

であるとしました。そのなかで、沖縄への犠牲を

強いる構造や、歪曲した歴史認識が継続されてき

たとしました。また、松田寛沖縄平和運動センタ

ー副議長は、普天間基地返還問題で「鳩山首相は

『最低でも県外』の公約をしっかり果たしてほし

い」「1996年の普天間返還合意で、県民は声を上

げることが政治を動かすと実感した。その声を無

視すれば、これまで以上の反対運動になる」と強

調。「基地がどう米軍の抑止力を保っているのか、

国から何の説明もない。日米両政府は、県民の意

識が変化したことを認識すべきだ」と訴えました。 
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［講演する河辺教授］ 

 

活 動 日 誌 

４月８日 ＮＰＴ再検討会議に向けた集会

（18：00～全電通会館） 

４月 10～11日「反核燃の日」全国集会・行動 

（青森市） 

４月 11日「米軍住宅追加建設反対！池子の森を守

る 4.11 全国大会 

４月 15日 第 47回常任幹事会 

４月 17日 三多摩集中行進 

４月 18 日 もんじゅを廃炉に！全国集会敦賀 

４月 21 日 関東ブロック幹事会    

４月 21 日 第 85 回原水禁全国委員会  

４月 21 日 第 12 回平和フォーラム総会 

４月 25 日沖縄県民大会 

◆「４・２５沖縄県民大会とともに声を上げよ

う」東京集会 社文 PM３ 

◆NO BASE！OKINAWA ～キャンドルで人文字

をつくろう 明治公園 PM6  

○４月 25 日「日本と朝鮮半島の今を問い、日

朝国交正常化の実現を!女性集会」 

４月 29 日 連合中央メーデー 

４月 29～５月６日 ＮＰＴ代表団派遣（ＮＹ） 

５月３日 施行 63 周年憲法記念日集会 

 

今 後 の 日 程 

５月 11日（火）第 48 回常任幹事会 15：30～ 

５月 12 日（水）狭山事件の事実調べと証拠開

示を求める市民集会 野音 PM２ 

５月 13 日（木）～16 日（日）沖縄平和行進 

＊東京は 15日～17日  

 

◆東京平和運動センター第４７回常任幹事会 

 ４月 15日の第 47回常任幹事会で役員の交代と 

新しい団体の加盟がありましたので報告します。 

１．常任幹事交代について 

星常任幹事→長田周一郎氏（社青同、４月） 

 松田隆弘会計監査→筒井浩介氏（日放労） 

２．新加盟団体について 

 東京都高等学校教職員組合（都高教）は５月

の総会時に加盟手続をすることで合意しま

した。 

 名称 東京都高等学校教職員組合（都高教） 

 住所 千代田区一ツ橋 2-6-2 日本教育会館 

 委 員 長   川上  淳  

書 記 長   数本 正男  

書記次長   中谷 正史（担当） 

 

   

普天間飛行場の早期閉鎖と返還を求め、沖縄県・

国内への移設、新基地建設に反対し、日米安全保

障体制と在日米軍基地飲み直しを求める特別決

議 

2010 年 4 月 21 日  

 昨年、自公政権を倒し発足した鳩山連立政権は、

「日米地位協定の見直し、在日米軍基地と普天間

飛行場移設後の対応方針(辺野古沖の新基地建設

方針)見直し」を与党合意として確認しました。こ

れに対して米国は辺野古沖新基地建設の姿勢を崩

さず、野党勢力も新基地建設をしなければ日米同

盟が危機となり、日本の安全保障が脅かされると

同調しています。 

 しかし普天間飛行場は宜野湾市の中心にあり海

兵隊ヘリの墜落事故などが発生する「世界で最も

危険な米軍基地」であり、移設する責任は米国側

にあります。さらに、2006 年の「米軍再編のため

の日米ロードマップ」では、世界的な米軍再編計

画とともに米海兵隊のグアム移転が明記され、現



 10

在計画が進みつつあります。 

 これをみれば、鳩山連立政権が、自公政権下の

辺野古新基地建設方針を見直すのは当然のことで

あり、米国政府も真摯に対応すべきです。 

 また「日本の安全保障にとって沖縄海兵隊は抑

止力として必要」とする考え方があります。しか

し沖縄海兵隊の基本的な任務は戦闘ではなく訓練

であり、半年は国外で訓練を続け、日本の安全保

障のために常駐している訳ではありません。一方、

国際安全保障体制も旧来の核軍拡競争から経済交

流や貧困対策を重視する政策に転換しつつありま

す。 

 日米安保 50 年を迎える今日、内外の政治的、社

会的状況は日米安全保障体制と在日米軍基地、と

りわけ過度に集中する沖縄米軍基地の根本的な見

直しが必要です。 

 フォーラム平和・人権・環境は、普天間飛行場

の閉鎖と返還、沖縄県内、国内への移設に反対し、

5・15 沖縄平和行進と全国各地の米軍基地縮小・

撤去の闘いと連帯するとともに、連立政権が日米

安保と米軍基地の見直し協議をすすめるため政府

と国民世論に強く働きかけていくことを決議しま

す。フォーラム平和・人権・環境第 12回総会 

 

 

特別決議・韓国併合 100 年に当たり東ア

ジアとの新たな連隊をめざして 

 

2010 年 4 月 21 日  

 1910 年 8月 22 日、日本は「韓国併合条約」の

締結を強行しました。本年はそれから 100 年とな

る節目の年です。朝鮮半島は、35 年間の植民地支

配と日本の戦争により、無数の被害をもたらされ

ました。解放後も朝鮮戦争をはじめ南北分断がつ

づくなか、日本が与えた被害の補償はもとより、

謝罪や調査すら十分には行われてきませんでした。 

 いま、日本に東アジア重視の姿勢を明確にした

新政権が誕生し、鳩山首相は「東アジア共同体」

構想を主張しています。これを現実のものとし、

東アジア諸国との友好関係を築くためには、中国

や朝鮮半島をはじめとした「過去の清算」に向け

たさらなる努力が必要不可欠です。 

 これまで、東アジア諸国に対しては、1995 年の

自社さ政権のなかでの「村山首相談話」や日中・

日韓共同宣言の内容を政府見解としてきましたが、

他方で靖国神社への首相の公式参拝問題や、歴史

歪曲教科書の検定合格、首相の「従軍慰安婦」強

制否定発言など、東アジア諸国との関係を悪化さ

せる日本の官民・政治家による動きが後を絶たな

い状況がつづいてきました。 

 この状況から東アジア諸国との関係を改善する

ことは、日本の政治・経済・外交・安全保障上の

重要課題です。そのため、私たちは、本年度、以

下のとりくみをすすめることを決議します。 

１．侵略戦争の認識、植民地支配の事実、加害の

責任、戦後補償など「過去の清算」に向けた努

力を明確にした「首相談話」の発表を求めます。  

２．「従軍慰安婦」はじめ戦時性的強制被害者、

強制連行・強制労働被害者などの戦後補償問題

の解決の道筋を明確に示すことを求めます。  

３．関係諸国すべてを含む戦争被害者に対する国

立の非宗教的追悼施設の建設を要求し、靖国問

題の決着を求めます。  

４．戦争被害の実態調査や東アジア諸国との歴史

認識の共有化を図るなど、共通理解への努力を

具体的に位置づけるよう求めます。  

５．日中・日韓共同宣言に示された若者の共通し

た歴史認識を確立する努力を示すとともに、村

山首相談話に示された政府の公式な「歴史観」

に基づく教科書検定を求めます。  

６．唯一国交のない朝鮮民主主義人民共和国(北

朝鮮)との早期の国交正常化をめざした交渉を

開始し、拉致被害など両国間に横たわる懸案事

項の解決を求めます。 

フォーラム平和・人権・環境第 12回総会 

 

 

 


